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第８回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第８回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し
あげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、
いずれかのウェブサイトにアクセスの上、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ」「株式について」「株主総会」を順
に選択いただき、ご確認ください。）

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「Ｗ　ＴＯＫＹＯ」又は
「コード」に当社証券コード「9159」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR情報」を順
に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、本総会は決議事項がございませんので、議決権行使書に代えて出席票を同
封しております。当日ご出席の際は、お手数ながら出席票をご持参くださいますよ
う、お願い申しあげます。

敬　具
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１．日 時 2023年９月28日（木曜日）午前10時（受付開始：午前９時30分）
２．場 所 東京都渋谷区神宮前５丁目31

TRUNK（HOTEL）　３階　SORANIWA
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第８期（2022年７月１日から2023年６月30日まで）事業報告及び計算書類報

告の件

 

記

◎当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする株主総会出席票を会場受付に
ご提出くださいますようお願い申しあげます。

◎本総会における会議の目的事項は、上記のとおり報告事項のみであるため、株主総会終了後の決議
ご通知は送付いたしませんので、あらかじめご了承くださいますようお願い申しあげます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その
旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

◎会社法改正により、電子提供措置事項について上記の各ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認い
ただくことを原則とし、基準日までに書面交付請求をいただいた株主様に限り、書面でお送りする
こととなりましたが、本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供
措置事項を記載した書面をお送りいたします。
なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第17条第２項の規
定に基づき、お送りする書面には記載しておりません。

① 事業報告：会社の現況
主要な営業所、使用人の状況、主要な借入先の状況

新株予約権等の状況
会計監査人の状況
業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

② 計算書類：個別注記表
したがいまして、当該書面に記載している事業報告及び計算書類は、会計監査人が会計監査報告
を、監査役が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。
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(2022年７月 1 日から
2023年６月30日まで)
事　 業　 報　 告

１. 会社の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
当事業年度におけるわが国経済は、引き続き新型コロナウイルス感染症の影響が残るもの

の、行動制限は緩和され、人流や経済活動も回復基調にあります。一方で、急激な為替変動、
エネルギーや原材料の価格高騰に起因する物価上昇等により、企業業績や個人消費の動向は不
透明な状況が継続しております。

このような環境のもと、当事業年度においては、2022年９月と2023年３月に「TOKYO 
GIRLS COLLECTION」を有観客で開催し、協賛企業数の増加や来場チケットの完売等により
収益性の向上に貢献いたしました。また、2022年10月に山梨県の魅力を全国に発信する
「TGC FES YAMANASHI 2022」や東京都江戸川区のSDGs推進活動を区内外に発信するた
め の 「SDGs FES in EDOGAWA」 、2022年11月 に 「TGC KITAKYUSHU 2022 by 
TOKYO GIRLS COLLECTION」、2023年１月に「SDGs推進 TGC しずおか 2023 by 
TOKYO GIRLS COLLECTION」、2023年２月には関西地方で初の開催となる「oomiya 
presents TGC WAKAYAMA 2023 by TOKYO GIRLS COLLECTION」、2023年５月には
「TGC teen ICHINOSEKI 2023」をそれぞれ有観客で開催し、地方創生プロジェクトが活性
化しております。この結果、TGCプロデュース領域の売上高は2,650百万円（前事業年度比
87.1％増）となりました。

その他、タレントキャスティングとクリエイティブ制作を組み合わせた顧客の商材のブラン
ディング・コンテンツプロデュースによる売上や、イオンクレジットサービス株式会社（現 
イオンフィナンシャルサービス株式会社）との事業提携による「TGC CARD」の利用者の決
済額等に基づくロイヤリティの受領、その他ブランドロイヤリティの受領等により、ブランド
やネットワークを活かした収益基盤が多層化しております。この結果、コンテンツプロデュー
ス・ブランディング領域の売上高は869百万円（前事業年度比66.8%増）となりました。

なお、サービス領域別の状況は次のとおりであります。
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事 業 区 分

第 ７ 期
（2022年６月期）

（前事業年度）

第 ８ 期
（2023年６月期）

（当事業年度）
前事業年度比

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率

T G C プ ロ デ ュ ー ス 領 域 1,416百万円 68.6％ 2,650百万円 73.3％ 1,233百万円 87.1％
コンテンツプロデュース・
ブ ラ ン デ ィ ン グ 領 域 521 25.2 869 24.0 348 66.8

デ ジ タ ル 広 告 領 域 127 6.2 96 2.7 △31 △24.5

合 計 2,065 100.0 3,616 100.0 1,550 75.1

サービス領域別売上高

以上の結果、当事業年度の経営成績は、売上高3,616百万円（前事業年度比75.1％増）、営
業利益645百万円（同587.0％増）、経常利益620百万円（同605.8％増）、当期純利益406
百万円（同215.1％増）となりました。

また、当社は、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標として、調整後営業
利益、調整後当期純利益を採用しております。これらの指標は、当社のTOKYO GIRLS 
COLLECTIONというブランド価値を活用した社会への価値提供の程度、また当社における経
営の効率性を測るためものとして適切であると考えております。

（調整後利益の計算方法）
調整後営業利益＝営業利益＋のれん償却額＋商標権償却額
調整後当期純利益＝税引前当期純利益＋のれん償却額＋商標権償却額－想定税金費用(※１)
※１想定税金費用＝法人税、住民税及び事業税＋法人税等調整額＋商標権償却額×実効税率

（課税所得が発生する場合）
当事業年度の調整後営業利益は809百万円（前事業年度比214.1％増）、調整後当期純利益

は542百万円（同85.3％増）となりました。なお、調整後営業利益、調整後当期純利益につ
いては、PwC京都監査法人の監査を受けておりません。
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② 設備投資の状況
　当事業年度中において実施いたしました当社の設備投資の総額は13百万円で、その主なも
のは、前事業年度に取得したバーチャル空間のファッションイベントシステムの追加開発費
10百万円であります。

③ 資金調達の状況
　当事業年度中に、当社は、2023年6月29日に東京証券取引所グロース市場に上場し、公募
による募集株式120,000株の発行（払込金額１株につき2,760円）を行い、総額331百万円の
資金調達を行いました。

区 分 第 ５ 期
(2020年６月期)

第 ６ 期
(2021年６月期)

第 ７ 期
(2022年６月期)

第 ８ 期
(当事業年度)

(2023年６月期)

売 上 高 (百万円) 3,053 1,987 2,065 3,616
経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 ( △ ) (百万円) △86 △202 87 620
当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 ( △ ) (百万円) △162 △218 128 406
１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損失(△)

(円) △73.97 △97.41 53.54 165.59

総 資 産 (百万円) 2,386 2,686 2,497 3,122

純 資 産 (百万円) 347 380 521 1,270

１株当たり純資産 (円) 156.48 160.61 215.52 490.93

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）１. 当社は、2023年２月６日開催の取締役会決議により、2023年３月４日付で普通株式１
株につき20株の割合で株式分割を行っております。第５期の期首に当該株式分割が行わ
れたと仮定し、１株当たり純資産及び１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失
（△）を算定しております。

２. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第７期
の期首から適用しており、第７期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用し
た後の数値となっております。
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(3) 対処すべき課題
当社の展開するTOKYO GIRLS COLLECTIONブランドは、2005年より通算36回にわたる開

催実績の蓄積及び継続的投資により、圧倒的な認知度・ブランド力・発信力を誇る、青年層と社
会課題をつなぐ架け橋となるプラットフォームへ進化してまいりました。

当社は、今後の成長戦略として、TOKYO GIRLS COLLECTIONのブランド力・発信力を最大
限に活用し、今まで培ってきたノウハウとネットワークを活かし、あらゆるヒト・モノ・コト・
地域を世の中にフィットしたかたちで、それらの魅力がより輝くようにコンテンツプロデュー
ス・ブランディングを行い、これらを通じて利益率の高い収益基盤の強化に努めてまいります。
TOKYO GIRLS COLLECTIONのブランド力・ネットワークに魅力を感じる顧客に対しては、
TOKYO GIRLS COLLECTION以外のコンテンツプロデュース・ブランディングの機会も提供し
うるため、顧客数の増加に連動して事業成長が可能となります。

当社は、将来にわたって成長を継続させ、企業価値の向上を実現するために、以下の課題に積
極的に対処してまいります。

① TOKYO GIRLS COLLECTIONブランドの更なる価値向上
TOKYO GIRLS COLLECTIONブランドは、2005年より通算36回にわたる開催実績の蓄積

及び継続的投資により、他社による模倣困難な強固なブランド力を確立しておりますが、当社
事業の中長期的な成長戦略を実現していくために、常に青年層のニーズや時代の潮流を反映し
たコンテンツを企画し、継続的にブランド価値を高めるとともに、その価値を最大限に活用し
た事業展開に努めてまいります。

② 他社及び地方自治体との提携
当社はTOKYO GIRLS COLLECTIONのブランド価値を活用し、異なる強みを持った企業と

の提携を積極的に展開しており、当社と提携先の持つ経営資源を融合することにより、
TOKYO GIRLS COLLECTIONのブランド価値の更なる向上という相乗効果を生み出すことが
可能となります。

また、当社はTOKYO GIRLS COLLECTIONの地方開催やその他シティプロモーションによ
り、地方自治体との連携を積極的に展開しております。これらの活動は、当社固有のノウハ
ウ・ネットワーク及びTOKYO GIRLS COLLECTIONのブランド力を活用することにより、そ
れぞれの地域のニーズ・社会課題に応じた取り組みを再現性高く、日本全国の1,700を超える
自治体を対象に、効果的・効率的に展開することが可能となります。

今後の成長戦略において、積極的に他社との提携による事業シナジーの創出及び地方自治体
との連携による社会課題の解決を通じた企業価値の向上に努めてまいります。
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なお 、当社は2023年５月８日に株式会社NTTドコモ（以下、「NTTドコモ」という。）
との間で、業務提携に向けた基本合意を締結しております。今後NTTドコモ及び当社では、基
本合意に基づき、両者が保有する事業アセットを活用し、相互にシナジーを追求してまいりま
す。提携を具体的に協議する事業領域として、下記を想定しております。

１．WEB3及びメタバースを活用したイベント企画及びTOKYO GIRLS COLLECTIONのフ
ァンコミュニティ形成

２．NTTドコモのデータ活用を通じたデジタルマーケティングの推進
３．TOKYO GIRLS COLLECTIONの地方開催における協業
また、NTTドコモの子会社でWEB3事業推進を加速する株式会社NTT Digitalとの間で、

WEB3の普及および社会実装の加速に向けた連携に合意いたしました。今後は３社が連携し、
NFT（非代替トークン）を使ったコンテンツ・知的財産の管理や売買、暗号資産やステーブル
コイン（法定通貨と価格連動するブロックチェーン上の通貨）によるFinTech、DID（分散型
ID）を活用したパーソナルデータの自己管理といったユースケースを共同で創出してまいりま
す。

③ 優秀な人材の獲得・育成
当社が展開する事業の優位性を維持・向上していくためには継続的に優秀な人材の確保が必

要となるとともに、当社の経営理念、ビジネスモデルに適した人材の開発が重要となってまい
ります。そのため当社は、時代やトレンドの変化に敏感で企業や自治体のニーズを汲み取り、
付加価値を生み出すことのできる企画提案力に優れた優秀な人材を惹きつける事業戦略を展開
し、新卒・中途採用の積極的展開、既存社員の育成に注力していくとともに、人材が中長期的
に活躍できるような事業環境を整えてまいります。

④ 海外事業展開
当社の事業活動は、現状、国内における事業活動が中心でありますが、当社の継続的な成長

にはより多くの市場が存在する海外、特にアジア圏への進出は重要であると考えております。
個々のブランド、企業体だけでは難しい海外進出について、TOKYO GIRLS COLLECTIONで
培ったノウハウ・ネットワークを活用することによりクールジャパンとしての面による展開が
可能となると考えております。

当社は今までの国内におけるブランド価値の創造、タイ、シンガポール、インドネシア等の
海外進出経験を活かし、経済産業省等の行政機関や支援パートナーとの適時適切な連携を行っ
ていくことにより、更なる事業拡大に努めてまいります。

⑤ 財務基盤の強化
当社の運転資金及び設備投資資金は、主として営業活動により得た資金に加え、必要に応じ
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て金融機関から借入実施により調達した資金で賄うことを基本方針としております。上記事業
上の課題に対する対処及び継続的な設備投資を実行できるよう、内部留保の確保と株主還元の
適切なバランスを検討し、既存事業の営業キャッシュ・フローの改善等に対処する等、財務基
盤の強化に努めてまいります。

サ ー ビ ス 領 域 区 分 サ ー ビ ス 内 容

TGCプロデュース領域
TOKYO GIRLS COLLECTION（TGC）、TGC地方開催、その他シティプ
ロモーション等を企画し、TGCのブランド力・プロデュースノウハウを活
かし、ヒト・モノ・コト・地域に関する発信を行う事業領域

コ ン テ ン ツ プ ロ デ ュ ー
ス・ブランディング領域

TGCで培った企画力・ブランド力を活かし、あらゆるモノ・コトのコンテ
ンツプロデュースやブランディング、TGCブランドとのコラボレーション
を行うことによって新たな価値を創造する事業領域

デ ジ タ ル 広 告 領 域 アフィリエイトwalker、girlswalkerの運営等のデジタルプラットフォーム
の運営や、その他デジタル広告施策を展開する事業領域

(4) 主要な事業内容（2023年６月30日現在）

(5) その他会社の現況に関する重要な事項
当社は、2023年６月29日に東京証券取引所グロース市場に上場しました。
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(1) 発行可能株式総数 9,800,000株

(2) 発行済株式の総数 2,588,000株

(3) 株主数 2,083名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

村 上 範 義 532千株 20.56％

株 式 会 社 デ ィ ー ・ エ ル ・ イ ー 370 14.30
帝都インベストメンツ投資事業有限責任組合
（注）１ 252 9.74

株 式 会 社 マ イ ナ ビ 184 7.11

株 式 会 社 ベ ク ト ル 150 5.80

株 式 会 社 ト ラ ン ザ ク シ ョ ン 150 5.80

カルチュア・エンタテインメント株式会社 150 5.80

片 山 晃 129 4.98

株 式 会 社 ジ ェ イ ・ ス ト ー ム 81 3.15

マ リ ン グ ロ ー ス 株 式 会 社 36 1.41

２. 株式の状況（2023年６月30日現在）

（注）１. 2023年３月３日付で譲渡制限廃止に伴う定款の変更を行い、これにより発行可能株式総数を
2,000,000株から493,600株に変更しております。

２. 2023年３月４日付で普通株式１株につき20株の割合をもって株式分割を実施し、これに伴う
定款変更により発行可能株式総数を493,600株から9,800,000株に変更しております。

（注）１. ストック・オプションの行使により、発行済株式の総数は2,500株増加しております。
２. 2023年３月４日付で普通株式１株につき20株の割合をもって株式分割を実施したことによ
り、発行済株式の総数は2,344,600株増加しております。

３. 2023年６月28日付の公募増資により、発行済株式の総数は120,000株増加しております。

(4) 大株主

（注）１. 前事業年度末において主要株主であった帝都インベストメンツ投資事業有限責任組合は、当事業年度
末現在では主要株主ではなくなりました。

２. 自己株式は保有しておりません。
３. 持株比率については、小数点以下第三位を四捨五入しております。
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 村 上 範 義

取 締 役 C O O 青 木 充 事業統括局長
株式会社W lab代表取締役

取 締 役 C F O
藤 本 冬 海
（戸籍上の氏名：
本 田 冬 海 ）

経営戦略統括局長

取 締 役 （ 社 外 ） 井 上 北 斗

常勤監査役（社外） 牧 田 真 由 美 牧田真由美公認会計士事務所代表

監 査 役 （ 社 外 ） 並 木 安 生 共同会計事務所すいらんコンサルティング代表
並木財務アドバイザリー有限会社代表取締役

監 査 役 （ 社 外 ） 原 口 侑 子 宮村・井桁法律事務所弁護士

３. 会社役員の状況
(1) 取締役及び監査役の状況（2023年６月30日現在）

（注）１. 常勤監査役牧田真由美氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見
を有するものであります。

２. 監査役並木安生氏は、公認会計士・税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知
見を有するものであります。

３. 監査役原口侑子氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務及び法律に関する相当程度の知見を有す
るものであります。

４. 当社は、社外取締役及び社外監査役の全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、
同取引所に届け出ております。

５. 社外取締役及び社外監査役の重要な兼職の状況については上表に記載のとおりであります。なお、兼
職先である法人等と当社との間に特別な関係はありません。
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(2) 責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定

する契約を締結することができる旨を定款に規定しており、各社外取締役及び各監査役との間で
責任限定契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役又は監査役が、その職務を行うにつき
善意で重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としておりま
す。

(3) 取締役及び監査役の報酬等
① 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2022年12月15日開催の取締役会において、役員の報酬等の額又はその算定方法
の決定に関する方針を決議しております。

また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、
担当職務、業績、貢献度合等を総合的に勘案して決定しているため、当該決定方針に沿うもの
であると判断しております。

役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容は以下のとおりです。
ａ．基本方針

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上に対する意欲を一層高めるとともに、
株主価値の向上に対するインセンティブとして十分に機能する報酬体系とし、個々の取締
役の報酬の決定に際しては各職責や業績等を踏まえた適正な水準とすることを基本方針と
しております。

具体的には、役位、担当職務、各期の業績等を踏まえて決定する固定報酬と、ストッ
ク・オプションにより構成されるものとします。

ｂ．個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の決定に関する
方針を含む。）

(a）固定報酬（業績に連動しない金銭報酬）
月例の固定報酬及び決算日後に業績に連動しない年次賞与を支給するものとし、株主

総会で決議された総額の範囲内で、役位、担当職務、各期の業績等を考慮しながら、総
合的に勘案して決定しております。

(b）ストック・オプション（非金銭報酬等）
当社の中長期的な企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与するため、非

金銭報酬としてストック・オプションを付与するものとし、株主総会で決議された総数
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区 分 報酬等の総額
報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 対 象 と な る

役 員 の 員 数基 本 報 酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

46百万円
（1）

46百万円
（1） － － ４名

（１）

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

8
（8）

8
（8） － － ３

（３）

合 計
（う ち 社 外 役 員）

54
（10）

54
（10） － － ７

（４）

の範囲内で、役位、担当職務等を考慮しながら、総合的に付与数を決定しております。
ｃ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

(a）固定報酬（業績に連動しない金銭報酬）
取締役の報酬は、取締役会決議に基づき代表取締役にその決定を委任します。代表取

締役は、株主総会で承認された総額の範囲内で、社外取締役の答申及び監査役会による
審議を得た上で決定するものとします。

(b）ストック・オプション（非金銭報酬等）
取締役のストック・オプションは、取締役会決議に基づき代表取締役にその決定を委

任します。代表取締役は、株主総会で承認された総数の範囲内で、それぞれの貢献度を
図る指標の達成度合いを基本的なベースとして考慮したのち、社外取締役の答申及び監
査役会による審議を得た上で決定するものとします。

監査役の報酬等は、常勤、非常勤の別、業務分担の状況等を考慮して、監査役の協議により
決定しております。

② 当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１. 取締役の金銭報酬の額は、2023年３月３日開催の臨時株主総会において年額300百万円以内と決議
しております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、４名（うち社外取締役１名）であります。

２. 監査役の金銭報酬の額は、2023年３月３日開催の臨時株主総会において年額60百万円以内と決議し
ております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、３名であります。

３. 取締役の報酬は、取締役会決議に基づき代表取締役村上範義にその決定を委任しております。委任し
た理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ、各取締役の担当職務について評価を行うには代表取締役
が適していると判断したためであります。なお、委任された内容の決定にあたっては、社外取締役の
答申及び監査役会による審議を得た上で決定いたします。
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出 席 状 況 及 び 発 言 状 況 並 び に 社 外 取 締 役 に
期 待 さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取締役 井 上 北 斗

当事業年度に開催された取締役会23回の全てに出席いたしました。
外資系証券会社における証券投資銀行部門においてM＆A等の豊富な実
務経験を有するとともに複数の事業会社において取締役を歴任してお
り、取締役会ではその豊富な知見を活かして独立的、客観的な立場から
経営意思決定全般について積極的に意見を述べるなど、意思決定の妥当
性・適正性を確保するための適切な役割を果たしております。

常勤
監査役 牧 田 真 由 美

当事業年度に開催された取締役会23回の全てに、また、監査役会16回
の全てに出席いたしました。
公認会計士としての専門的見地から、取締役会において、取締役会の意
思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。ま
た、監査役会において、適宜必要な発言を行っております。

監査役 並 木 安 生

当事業年度に開催された取締役会23回の全てに、また、監査役会16回
の全てに出席いたしました。
公認会計士・税理士としての専門的見地から、取締役会において、取締
役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っておりま
す。また、監査役会において、適宜必要な発言を行っております。

監査役 原 口 侑 子

当事業年度に開催された取締役会23回の全てに、また、監査役会16回
の全てに出席いたしました。
弁護士としての専門的見地から、取締役会において、取締役会の意思決
定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。また、監
査役会において、適宜必要な発言を行っております。

(4) 社外役員に関する事項
当事業年度における主な活動状況
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４. 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、創業して間もないことから、財務体質の強化に加えて事業拡大のための内部留保の充

実等を図ることが重要であると考えており、創業以来配当を実施しておりませんが、株主に対す
る利益還元も経営の重要課題であると認識しております。今後の配当政策の基本方針としまして
は、収益力の強化や事業基盤の整備を実施しつつ、内部留保の充実状況及び当社を取り巻く事業
環境を勘案したうえで、株主に対して安定的かつ継続的な利益還元を実施する方針であります。
しかしながら、当事業年度の配当につきましては、今後の事業拡大に備えて内部留保の充実を図
る観点から無配としており、現時点においては配当の実施の可能性及び実施時期については未定
であります。内部留保資金につきましては、当社の競争力の維持・強化による将来の収益力向上
を図るための設備投資及び効率的な体制整備に有効に活用する方針であります。

本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金 及 び 契 約 資 産
商 品
仕 掛 品
前 渡 金
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
減 価 償 却 累 計 額
建 物 （ 純 額 ）
工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額
工具、器具及び備品（純額）
リ ー ス 資 産
減 価 償 却 累 計 額
リース資産（純額）

無 形 固 定 資 産
の れ ん
商 標 権
ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他　

2,296,030
1,971,202
195,806

255
8,444

105,366
17,586
328

△2,961
826,542
24,132
12,799
△3,929
8,869
9,886
△5,867
4,018
44,435
△33,190
11,245

716,624
230,374
452,914
33,336
85,784

0
0
10

2,118
26,049
57,607　

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 859,724
買 掛 金 71,298
1年内返済予定の長期借入金 146,521
リ ー ス 債 務 12,029
未 払 金 38,038
未 払 費 用 6,043
未 払 法 人 税 等 189,441
前 受 金 269,093
預 り 金 3,679
賞 与 引 当 金 34,443
そ の 他 89,135

固 定 負 債 992,315
長 期 借 入 金 987,303
リ ー ス 債 務 5,012

負 債 合 計 1,852,040
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 1,270,532
資 本 金 211,525
資 本 剰 余 金 523,710
資 本 準 備 金 211,525
そ の 他 資 本 剰 余 金 312,185

利 益 剰 余 金 535,297
そ の 他 利 益 剰 余 金 535,297
繰 越 利 益 剰 余 金 535,297

純 資 産 合 計 1,270,532
資 産 合 計 3,122,572 負 債 純 資 産 合 計 3,122,572

貸　借　対　照　表
（2023年6月30日現在）

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2022年７月 1 日から
2023年６月30日まで)

科 目 金 額
売 上 高 3,616,175
売 上 原 価 2,027,964
売 上 総 利 益 1,588,211
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 942,812
営 業 利 益 645,398
営 業 外 収 益

受 取 利 息 11
受 取 手 数 料 90
債 務 勘 定 整 理 益 187
そ の 他 6 295

営 業 外 費 用
支 払 利 息 7,174
遅 延 利 息 1,522
上 場 関 連 費 用 14,635
そ の 他 1,802 25,134

経 常 利 益 620,559
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,028 1,028
税 引 前 当 期 純 利 益 619,531
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 173,794
法 人 税 等 調 整 額 39,390 213,184
当 期 純 利 益 406,346

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2022年7月 1 日から
2023年６月30日まで)

株 主 資 本

純 資 産
合 計資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

株 主 資 本
合 計資本準備金 そ の 他

資本剰余金
資本剰余金
合 計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 40,000 40,000 312,185 352,185 128,951 128,951 521,136 521,136

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 165,600 165,600 165,600 331,200 331,200

新 株 予 約 権 の 行 使 5,925 5,925 5,925 11,850 11,850

当 期 純 利 益 406,346 406,346 406,346 406,346

当 期 変 動 額 合 計 171,525 171,525 － 171,525 406,346 406,346 749,396 749,396

当 期 末 残 高 211,525 211,525 312,185 523,710 535,297 535,297 1,270,532 1,270,532

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 江　口　　　亮
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 鷺　谷　佑梨子

独立監査人の監査報告書
2023年８月22日

株式会社Ｗ ＴＯＫＹＯ
取締役会　御中

ＰｗＣ京都監査法人
東京事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社Ｗ ＴＯＫＹＯの2022年７月１日
から2023年６月30日までの第８期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ
の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査報告
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
当監査役会は、2022年７月１日から2023年６月30日までの第８期事業年度の取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果
について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等
に従い、取締役、内部監査担当その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査
の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び
主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社につい
ては、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から
事業の報告を受けました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保
するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制
の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部
統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について
定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを
確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の
通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書につ
いて検討いたしました。

２. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事
実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人PwC京都監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

常 勤 監 査 役
（社外監査役） 牧 田 真 由 美 ㊞
社 外 監 査 役 並 木 安 生 ㊞
社 外 監 査 役 原 口 侑 子 ㊞

2023年８月22日
株式会社Ｗ　ＴＯＫＹＯ　監査役会

　
以　上
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会場： 東京都渋谷区神宮前５丁目31
TRUNK（HOTEL）３階　SORANIWA

アクセス：明治神宮前駅 ７番出口より 徒歩約６分
渋谷駅 Ｂ１出口より 徒歩約７分
表参道駅 Ａ１出口より 徒歩約10分

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
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